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はじめに

社会保障・税一体番号（マイナンバー）制度へ対応する「安全管理措置対策パック（規程集）」を作成にあたって

弊所は、社会保険労務士の国家資格で業を行っている事務所です。

社会保障・税一体番号（以下、「マイナンバー」といいます。）は、労働・社会保険分野における諸手続きで使用される予定になっております。弊所はその諸手続きの業務委託をお引き受けしているお客様からマイナンバーをお預かりいたします。

そこで、昨年からマイナンバー対応への準備を数々と行ってきております。
既にお客様、関係各位にお伝えしている通り、平成２７年３月に事務所を移転したのが、その準備の最たるものです。

弊所がマイナンバー対応に悩み、考え、実行してきたことを、お客様へ還元出来ないか？と考えたのがこの「安全管理措置対策パック（規程集）」を作成に着手した理由です。

弊所は、社会保険労務士法第２条の業務により、企業における職場のルールブックである就業規則の策定を助言・指導しております。

企業におけるマイナンバー対応は、労働分野にとどまらず、組織のルール全般に関わってくるものですが、弊所の就業規則策定の助言・指導のノウハウが少しでも皆様にお役に立てば幸いです。

なお、企業におけるマイナンバー対応の「安全管理措置」は特定個人情報保護委員会が作成・公表している「特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン（事業者編）」に則っておりますが、細部については疑義事項もありますので、作成・提供時点のガイドラインによるものであることをご了承下さい。
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目次等

企業におけるマイナンバー対応は「氷山モデル」だと考えております。
個々の企業において、どのレベルまでマイナンバー対応を考えているのか不明ですので1．就業規則の改定検討箇所案内
2．サンプルスケジュール
3．安全管理措置チェックリスト
4．安全管理措置費用算出シート
5．特定個人情報保護方針
6．特定個人情報管理規程
7．業務フロー　　8．ファイル管理台帳
9．担当者組織図 
10.マイナンバー管理区域管理フロー
11.運用前研修資料　12.従業員への案内
13.利用目的通知書　
14.「本人確認書類の送付のお願い」による
指示書　15.特定個人情報保護誓約書
16.マイナンバー回収フロー
17.マイナンバー本人確認フロー
18.未提出者対応フロー
19.マイナンバー廃棄マニュアル
20.マイナンバー対象者チェックリスト
21.マイナンバー記載対象書類一覧
22.従業員からマイナンバー提供、委任状
23.マイナンバー管理記録簿
24.苦情相談マニュアル
25.情報セキュリティ教育計画書・実績一覧
26.内部監査計画書・報告書
27.特定個人情報の取扱いに関する事故等の報告書、対応報告書、開示等請求書、受付票
28.こんなときﾏｲﾅﾝﾊﾞｰが必要になります
29.他の入社書類との区分け
30.（外部委託の場合）委託契約書


弊所では、以下の通りの区分を行っております。
御社の必要性と実情に応じてご活用下さい。

マイナンバー対応の氷山モデルを
ルール・規程で分類







特定個人情報（マイナンバー）管理のルール（Ａ）


・不正ｱｸｾｽ防止ﾏﾆｭｱﾙ
・ｱｸｾｽﾛｸﾞ管理ﾏﾆｭｱﾙ
・ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ対応ﾒｰﾙﾏﾆｭｱﾙ
・ｱｸｾｽ制御ﾏﾆｭｱﾙ
・漏えい防止ﾏﾆｭｱﾙ
・盗難防止ﾏﾆｭｱﾙ


情報管理のルール（Ｂ）
・ＰＣ管理規程
・電子メール利用規程
・モバイル機器取扱規程
・ＳＮＳ利用規程
・雇用管理情報管理規程





組織のルール（Ｃ）
・組織規程、・規程管理規程・稟議規程、
・文書管理規程・情報セキュリティ基本方針





先ず、特定個人情報（マイナンバー）管理のルール（Ａ）を策定することが必要です。ルールが確実に実行されるにはシステム化も必要ですが、システム化することでその事務（担当者）がブラックボックス化する懸念も考えられます。
そこで、情報管理のルール（Ｂ）を定め、監視することが出来るルールやシステムの導入も必要だと考えます。＊本安全管理措置パックは（Ａ）＋（Ｂ）で構成しております。
また、マイナンバー対応の機会に企業の情報リテラシー向上の為、組織のルール（Ｃ）の策定を検討される場合、ご希望の企業様には参考規程としてご提供いたします。
特定個人情報（マイナンバー）管理のルール（Ａ）

１ 就業規則の改定検討箇所案内　⇒【準備】NO.1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　就業規則は企業と従業員の職場のルールです。
マイナンバー対応のルールを策定しても、就業規則に反映していないと
　　　万が一ルール違反発覚時に企業として責任ある対応が出来ない可能性が
　　　あります。

２ サンプルスケジュール　⇒【準備】NO.12、NO.13　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　マイナンバー対応のスケジュールは、マイナンバー制度の実施時期と
　　　密接な関係があります。そこを踏まえつつ、社内スケジュールを策定
　　　する参考にして下さい。

３ 安全管理措置チェックリスト　⇒【準備・運用】NO.6、NO.15、NO.41　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　安全管理措置の進行状況を確認するチェックリストです。

４ 安全管理措置費用算出シート　⇒【準備】NO.14
　　　安全管理措置を施す際に費用算出するためのシートです。
一般的な金額になっておりますので、参考にして下さい。

５ 特定個人情報の適正な取扱いに関する基本方針　⇒【準備】NO.2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　マイナンバー法で義務付けられていませんが、従業員（とその家族）に
　　　安心感を提供する為に策定をお勧めしております。また、企業によっては
　　　個人取引先のマイナンバーを預かる必要がありますので、その場合には
ホームページ等で外部公表を検討しましょう。

６ 特定個人情報管理規程　⇒【準備】NO.3　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　特定個人情報保護委員会で１０１名以上の企業には策定が義務付け
[bookmark: _GoBack]　　　されています。１００名以下の企業であっても、実務的な取り決めは
行っておきましょう。

７ 業務フロー　⇒【利用】NO.44　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
誰が、誰に、どのように、業務（マイナンバー）を受け渡しするのか
社内で再度確認・作成し、受け渡し時に情報漏えいが起きないよう、
気を付ける事項も記載しましょう。

８ 特定個人情報ファイル管理台帳　⇒【準備】NO.30　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
企業内でマイナンバーが含まれるファイルは必ず特定しましょう。
どのエリアで保管するのか、誰が管理責任者なのか、誰が担当者なのか、
アクセス管理はどうするのか、等マイナンバー管理の基本中の基本に
なります。

９ 対応チーム組織図　⇒【準備】NO.11　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　企業内の役割と責任を明確にするために、担当者組織図を作成しましょう。
　　　従業員に安心を提供する為に、企業内で公表しましょう。



１０ マイナンバー管理区域管理フロー　⇒【準備】NO.8、NO.9、NO.10　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　マイナンバーを含む特定個人情報を扱う区域は、「取扱区域」「管理区域」
として情報管理を行わなければなりません。特に「管理区域」への入退室は
　　　管理が必要です。

１１ 運用前研修資料・従業員説明会資料　⇒【準備】NO.18、NO.18-2
　マイナンバーの事務取扱担当者に選任された従業員向けの社内研修資料になります。
また一般従業員向けの資料がNO.18-2になります。

１２ 従業員への案内　⇒【準備】NO.28-2、NO.28-3　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　従業員へマイナンバー制度を周知する案内文です。
1． 厳重保管、２．通知カードの受取のお願い
３．扶養家族の確認
以上の内容等を記載したサンプルです。
NO.28-3では、平成28年分の扶養控除等（異動）申告書の注意喚起文のサンプルになってます。
　
１３ 利用目的通知書　⇒【取得・教育】NO.35、NO.36、NO.57　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　企業が従業員等からマイナンバーを預かる場合、利用目的を通知しなければ
　　　いけません。利用目的は実際に伝える必要がありますので、社内ＬＡＮ、
　　　就業規則、通知書等複数の経路で、さらに宛名を記載し個別に伝えることを
お勧めします。

１４ 「本人確認書類の送付のお願い」による指示書　⇒【取得】NO.31、NO.32、NO.33、NO.34
　　対面による提出・郵送・店舗責任者取りまとめ等の場面に応じた指示書のサンプルです。

１５ 特定個人情報保護誓約書　⇒【準備】NO.16　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　マイナンバーには厳重な取扱いが求められております。多くの企業で
　　　経理担当者には特別に誓約書の提出をしているように、マイナンバーの
　　　担当者から誓約書を徴求することをお勧めします。

１６ マイナンバー回収フロー　⇒【準備・教育】NO.26、NO.58、NO.59、NO.60、NO.61、NO.62、NO.63、NO.64、NO.65　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　特定個人情報保護規程の業務フローの一部になります。マイナンバーの
　　　回収から情報システムへの入力迄の業務フローは定めておきましょう。

１７ マイナンバー本人確認フロー　⇒【取得・教育】NO.37、NO.38、NO.66　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　マイナンバーは従業員以外の従業員の家族、株主、地主、士業からの
　　　回収も必要です。全ての方が運転免許証等の顔写真付身分証明書を
　　　所持しているとは限りません。

１８ 未提出者対応フロー　⇒【準備】NO.19
　　　マイナンバーを提出しない方がいた場合の対応シミュレーションになります。

１９ マイナンバー廃棄マニュアル　⇒【準備・廃棄】NO.27、NO.46、NO.47、NO.48　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　マイナンバーは、回収（取得）、保管ではなく廃棄を中心に考えることを
　　　お勧めしております。



２０ マイナンバー対象者チェックリスト　⇒【準備】NO.5　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　マイナンバーは従業員以外の従業員の家族、株主、地主、士業からの
　　　回収も必要です。但し、従業員の家族のうち扶養家族のみが対象と
なります。予め企業が回収（取得）するべき対象者をリスト化して
おくことをお勧めいたします。

２１ マイナンバー記載対象書類一覧　⇒【準備】NO.4
　　　税・社会保障分野における届出や報告書などでマイナンバーを記載する
　　　書類の一覧になります。
　　　具体的にどのような書類にマイナンバーを記載するのか把握しておきましょう。

２２ 従業員からマイナンバー提供、委任状　⇒【取得】NO.39、NO.40　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　従業員からマイナンバー提供を受ける場合、扶養異動申告書に直接記載
　　　させるのか、マイナンバー提供表により回収するのか、事前に取り決め
　　　しておきましょう。また、家族に国民年金第３号被保険者がいる場合は
　　　委任状も必要になります。

２３ マイナンバー管理記録簿　⇒【準備】NO.17　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　マイナンバーは使用する都度、誰が、誰の（マイナンバーを）、いつ、
何の目的で使用した履歴を記録しなければなりません。システムでなく
管理簿での記録の場合のサンプルです。

２４ 苦情相談マニュアル　⇒【教育】NO.68　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　どのような苦情相談が寄せられるのか、制度施行前につき予想ですが
　　　利用履歴の情報開示請求や、マイナンバー担当者への苦情が考えられます。
　　　情報開示、訂正等のサンプルもご用意しております。

２５ 情報セキュリティ教育計画書・実績一覧、社員教育　⇒【教育】NO.69、NO.69-2、NO.70
　　　従業員に情報セキュリティ教育を実施するための教育計画と実施記録帳簿です。
　　NO.69-02では、マイナンバーの社員教育のチェツクポイントになっております。

２６ 内部監査計画書・報告書　⇒【教育】NO.71、NO.72
　　　社内で情報セキュリティの安全性を高めるために実施する監査の帳簿サンプルです。

２７ 特定個人情報の取扱いに関する事故等の報告書、対応報告書、開示等請求書、受付票
⇒【教育】NO.73、NO.74、NO.75、NO.76
　　　マイナンバーが情報漏えいしてしまった場合などを想定したサンプルになります。
　　　また情報開示請求を受けた際の受付票、開示等請求書もご用意しております。

２８ 手続きフロー　⇒【教育】NO.50、NO.51、NO.52、NO.53、NO.54、NO.55、NO.56
　　　入退社、出産・育児、パートから正社員へなどで必要な手続きフローです。

２９ 他の入社書類との区分け　⇒【教育】NO.67
　　　入社書類でも区分けすべき点を示しております。

３０ （外部委託の場合）委託契約書　⇒【準備】NO.7　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　マイナンバーが関連する業務を外部に委託した場合、監督義務が発生
しますので、マイナンバー用の委託契約書を締結する必要があります。



情報管理のルール（Ｂ）

３１ ＰＣ管理規程　⇒【組織】NO.79　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　マイナンバーの管理はパソコンで行うケースが多いと考えます。
　　　マイナンバーを管理している特定個人情報管理ファイルへのアクセス
　　　制御を確実に行うためには、情報管理のベースとなるパソコンを管理
　　　する規程が必要になります。

３２ 電子メール利用規程　⇒【組織】NO.80　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　企業が情報を受発信する手段として、郵送、Ｆａｘ、電子メールが
一般的になっております。郵送物の収受ルールを規定している企業も
　　　意外と電子メールには従業員任せで無防備だったりします。
　　　未規定でしたら、この機会の制定をお勧めします。

３３ モバイル機器取扱規程　⇒【組織】NO.81　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　電子機器やインターネットの技術革新は日進月歩です。モバイル機器は
　　　業務効率を飛躍的に向上させますが、情報セキュリティを脆弱化させる
　　　リスクも持っております。適正な取扱いの規程の制定をお勧めします。

３４ ＳＮＳ利用規程　⇒【組織】NO.82　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　マイナンバーには直接関係ありませんが、従業員が営業機密等の漏えいを
　　　行わないような、情報管理に対する意識向上の為の規程です。

３５ 雇用管理情報管理規程　⇒【組織】NO.83　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　殆どの企業でのマイナンバー管理は、従業員（とその家族）が対象です。
　　　企業が雇用している従業員の情報はマイナンバー以外にも多岐に渡り
　　　その情報管理について未規定でしたら、この機会の制定をお勧めします。

３６ 不正アクセス防止マニュアル　⇒【準備】NO.21　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　不正アクセス防止とは何を行うのか？の規定例です。パソコンやＯＳ，
セキュリティソフト等の更新管理等、企業の実情により運用下さい。

３７ アクセスログ管理マニュアル　⇒【準備】NO.22　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　アクセスログの管理をどのように行うのか？の規定例です。情報漏えいを
　　　防ぐには、定期的に管理することが必要です。

３８ マイナンバー対応メールマニュアル　⇒【準備】NO.20　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　マイナンバーをメールで送受信する際のマニュアルを日常業務のメールと
　　　区分して取り扱う場合の規定例です。

３９ アクセス制御マニュアル　⇒【:準備】NO.23
　　　ウイルス等の侵入を防ぐために、会社のパソコンをアクセス制御するための規程に
なります。

４０ 漏えい防止マニュアル　⇒【準備・運用・教育】NO.24、NO.42、NO.43
　　　情報漏えいのリスクを避けるために企業が取るべき具体的なマニュアルになります。



４１ 盗難防止マニュアル　⇒【準備】NO.25
　　　本マニュアルでは、物理的安全管理措置のうち特定個人情報等を保管する機器（PC
など）、電子媒体（CD-R、USBなど）、および書類などの盗難防止措置、ならびに
盗難の事実が発覚した場合の対応について定めています。

組織のルール（Ｃ）

４２ 組織規程　⇒【組織】NO.85　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　企業内の組織をルール化した規程です。安全衛生管理体制や、許可事業では
　　　組織図とその役割の明確化が必要で、情報管理においても組織のルール化は
　　　有効です。また、人事制度・評価制度においても必要な規程になります。

４３ 規程管理規程　⇒【組織】NO.84　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　企業は自社内に何の規程があるのか把握しておく必要があります。
労使トラブルが多い企業の特徴は、ルールが明確ではなく、個人ルールで
運用されているケースが多く見受けられます。自社内にはどんなルールは
　　　あるのか、未規定でしたら、この機会の制定をお勧めします。

４４ 稟議規程　⇒【組織】NO.86　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　企業の意思決定を見える化する為の規程です。

４５ 文書管理規程　⇒【組織】NO.78　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　情報管理の基本は文書管理にあると考えます。企業内文書、対外文書等の
　　　ルールの規程です。未規定でしたら、この機会の制定をお勧めします。

４６ 情報セキュリティ基本方針　⇒【教育・組織】NO.77　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　情報技術の発展が著しい中、新しい電子機器や手法について個々にルールを
　　　定める必要もありますが、後追いになってしまうのが現実です。
企業として情報セキュリティをどのように考えているのか、社内外に発信する
ことで、情報セキュリティ意識を高めることが大切だと考えます。
以上
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